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第５章 公共施設等に関わる市民意識の分析 

 

１．市民意識調査の概要 

(1) 調査の全体像 

 蕨市では、市民の市政に対する意見・要望等を把握するため、毎年市民意識調査を実施している。

平成 27年度は、特に公共施設に関する市民ニーズを重点的に把握するため、関連する設問につい

て、本調査研究と連携して実施した。公共施設に関する部分の調査票の抜粋は、巻末の資料編に掲

載するとおりである。 

 調査は下表の要領で、20 歳以上の市民 2,000 人に対してアンケート調査票を送付し、回収率は

42.5％であった。 

図表 5-1 市民意識調査の概要 

調査期間 平成 27年 8 月 4日～31日 

調査対象 市内在住の満 20歳以上の男女 2,000人 

抽出方法 
住民基本台帳から各地区の年齢層別の人口比率に基づき、男女別に無作

為抽出 

実施方法 行政連絡員による送付・郵送回収 

回収率 

42.5％、850 票 

地区別回収数：（錦町地区 104 票、北町地区 130票、中央地区 265票、南

町地区 135票、塚越地区 205 票、地区無回答 11票） 

地区別回収率：（錦町地区 12.5％、北町地区 15.5％、中央地区 31.4％、

南町地区 16.1％、塚越地区 24.5％） 

 

(2) 分析方法 

 平成 27年度の市民意識調査における公共施設についての設問（問 27～33）の回答データを活用

し、問 35の属性を踏まえて分析を行った。 

 なお、本調査研究における集計では、設問・選択肢の特徴等を鑑みて n数は各設問の回答者数と

し、未回答は除外する集計方法を採用した。 
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２．分析結果の概要 

(1) 回答者属性 

年齢は、60歳以上が全体の約半数を占めている。 

 
図表 5-2 回答者の年齢構成 

 

性別は、女性が約 6割である。 

 

図表 5-3 回答者の性別 

 

20～29歳 
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30～39歳 

14% 

40～49歳 

15% 

50～59歳 

15% 

60～69歳 

20% 

70歳以上 

27% 

男 

42% 女 

58% 
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居住地区は、中央地区が約 3割を占めている。 

 
図表 5-4 回答者の居住地区 

 

職業は、「正社員・正職員」、「無職」、「専業主婦（主夫）」の順に割合が高く、年齢と相関がある

と思われる。 

 

図表 5-5 回答者の職業 
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同居の家族は、「配偶者」、「子ども（18歳以上）」の割合が高い。 

 

図表 5-6 回答者の家族構成 

 
 

居住年数は、20年以上が 6 割を占めている。 

 
図表 5-7 回答者の居住年数 
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居住分類としては、戸建住宅（持家）が約半数を占めている。公営住宅に居住する回答者は 1％

であった。 

 

図表 5-8 回答者の居住分類 

 
 

通勤・通学をしている項目の中では、東京都の約 3割が一番多い。また、通勤・通学をしていな

いが 4割を占め、これは職業と相関があると思われる。 

 
図表 5-9 回答者の通勤・通学地 
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(2) 公共施設の現状認識 

【設問】 

あなたは、全国的に、公共施設、インフラ（道路、上下水道、橋など）等の老朽化やこれに伴う建替え

需要の増大が課題になっていることを、以前から知っていましたか。（○印は 1 つ） 

 

公共施設の現状は、「詳しく又はある程度知っていた」が 6割を超え、市民の認知度は低くない。 

 

図表 5-10 全国的な公共施設の現状認識 

 
【設問】 

蕨市においても、同じ課題を抱えていることを、以前から知っていましたか。（○印は 1 つ） 

   

  市内の公共施設の現状は、「詳しく又はある程度知っていた」が約 4割である。 

 

図表 5-11 蕨市における公共施設の現状認識
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(3) 公共施設の利用状況 

䛆設ၥ䛇 

䛒䛺䛯䛿䚸㐣ཤ 1 年㛫にୗグの蕨市の公共施設䜢䛹の䛟䜙䛔฼⏝䛧䜎䛧䛯䛛䚹ḟの䛭䜜䛮䜜の施設

に䛴䛔䛶䚸ヱᙜする␒ྕに䕿䜢௜䛡䛶䛟䛰䛥䛔䚹（䕿༳䛿 1 䛴） 䜎䛯䚸䛂฼⏝䛧䛺䛛䛳䛯䛃に䕿䜢௜䛡

䛯ሙ合䛿䚸䛭の理⏤にヱᙜする␒ྕに䕿䜢௜䛡䛶䛟䛰䛥䛔䚹（䕿༳䛿䛔䛟䛴䛷䜒） 

 

図表 5-12 公共施設の過去 1 年間の利用状況 

 

 

図表 5-13 公共施設を利用しなかった理由 
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(4) 公共施設に対する市民感覚 

䛆設ၥ䛇 

䛒䛺䛯䛿蕨市の公共施設䚸䜲䞁䝣䝷（㐨㊰䚸ᶫ䚸ୖୗỈ㐨䛺䛹）等に䛴䛔䛶䚸䛹の䜘䛖にឤ䛨䛶䛔䜎す

䛛䚹䛒䛺䛯のẼᣢ䛱に㏆䛔䜒の䜢䛚㑅䜃䛟䛰䛥䛔䚹（䕿༳䛿䛭䜜䛮䜜 1 䛴） 

 

「利用者が一部の市民に偏っている」と考える人が約 5割を占めている。また、老朽化について

も半数近くがそう感じている。 

 

図表 5-14 公共施設に対する市民感覚 
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(5) 市で実施すべき公共施設に関する取組 

䛆設ၥ䛇 

市䛷䛿䚸財政≧ἣ䛜ཝ䛧䛟䛺る䛺䛛䚸公共施設に䛚䛔䛶ᚲせ䛸䛥䜜る公共䝃䞊ビ䝇䜢Ᏻᐃⓗにᥦ౪

䛧䛶䛔䛟䛯䜑䚸ᵝ䚻䛺ྲྀ⤌䜢᳨ウ䛧䛶䛔䜎す䚹ୗグのྲྀ⤌䜢ᐇ施す䜉䛝䛛に䛴䛔䛶䚸䛒䛺䛯のẼᣢ

䛱に㏆䛔䜒の䜢䛚㑅䜃䛟䛰䛥䛔䚹（䕿༳䛿䛭䜜䛮䜜 1 䛴） 

 

「近隣自治体と共同で整備・運営する」と考える人が 6割近くを占めている。また、増税等の市

民全体の負担には反対の意見が多いが、「現在の施設を改修し、可能な限り長期使用する」は、半

数以上が実施すべきと答えている。 

 

図表 5-15 市で実施すべき公共施設に関する取組 
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(6) 市が今後も提供すべき公共施設の機能 

䛆設ၥ䛇 

௒ᚋ䚸ᑡᏊ㧗㱋໬の㐍ᒎ等䚸人ཱྀ構㐀のኚ໬䜢㋃䜎䛘䛯ୖ䛷䚸⌧ᅾ公共施設䛜ᥦ౪䛧䛶䛔る機⬟

に関䛧䛶䚸行政䛜ᘬ䛝⥆䛝ᐇ施䛧䛯方䛜䜘䛔䛛䚸Ẹ㛫にጤ䛽䛯方䛜䜘䛔䛛に䛴䛔䛶䚸䛒䛺䛯のẼᣢ

䛱に㏆䛔䜒の䜢 1 䛴䛪䛴䛚㑅䜃䛟䛰䛥䛔䚹 

 

「文化施設」、「スポーツ施設」、「賃貸住宅」については、「民間に委ねたほうがよい」と考える

人が他と比べて多い。 

 

図表 5-16 市が今後も提供すべき公共施設の機能 
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(7) 公共施設等の維持等に当たって重視すべきもの 

【設問】 

今後、公共施設やインフラ（道路、橋、上下水道等）等を維持・整備するに当たり、もっとも重視すべ

きと考えるものを 1 つだけ選び、該当する番号に○を付けてください。（○印は 1 つ） 

 

重視すべきものは、「防災機能などの安全性」が 5割近くを占め、次いで「維持管理・運営の効

率化」という意見が多い。 

 

図表 5-17 公共施設等の維持等にあたって重視すべきもの 
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３．市民意識調査のまとめ 

(1) 全体傾向  

• 全国的に公共施設、インフラ等の老朽化やこれに伴う建替え需要の増大が各自治体の課題になっ

ていることに対する認識度は 6割を超えているが、蕨市が同じ状況におかれていることに関して

の認識度は、4割程度にとどまっていた。 

• 「保健センター、市立病院」を利用しなかった理由としては、他市や民間施設を利用していると

いう意見が多く、広域連携や民間施設利用の需要が多い。 

• 「図書館」を利用しなかった理由としては、施設までのアクセスが不便との意見が他施設と比べ

て多く、約 10人に 1人が不便と感じている。 

• 公共施設全般については、「利用者が一部の市民に偏っている」、「老朽化が目につく施設が多

い」との意見が半数近くある一方で、施設利用者に対する利用料金は適正であるとの意見が 3

割を超え、「そう感じない」、「どちらかといえばそう感じない」を合わせた 6％を大きく上回

っている。 

• インフラ（道路、橋りょう、上下水道）の維持管理状況については、否定的な意見は 3割を超え

るものがない。 

• 公園の整備、維持管理状況については満足度が高い。 

• 市で取組を行うべきとする意見では、「近隣自治体と共同で施設を整備・運営していく」が半数

を超え、「建替えでなく、現在の施設を改修し、可能な限り長期間使用する」も同様に多かった。 

 

(2) 地区別・年代別分析も踏まえた考察 

• 近隣自治体との連携を実施すべきとの意見は、地区・年代を問わず、全体的な意見であった。蕨

市は、他市と隣接していない地区がないため、広域連携等により公共サービスの充実を図ること

も重要な視点である。 

• 公共施設に対して、老朽化施設が多いと感じており、周辺他市と比べ充実度が低いとの意見がみ

られた。また、施設までのアクセスが不便と感じている地区は、錦町地区が最も多い。 

• 上記以外の項目でも施設や施策別にみていくと、地区や年代で若干のばらつきがあることから、

その要因については個別（施設の配置、料金等）に検討をしていく必要がある。 
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